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教育委員会規教育委員会規則則

　公告式規則の一部を改正する規則をここに公布する。

　　平成27年３月31日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県教育委員会委員長　島　原　俊　英

宮崎県教育委員会規則第２号

　　　公告式規則の一部を改正する規則

　公告式規則（昭和25年宮崎県教育委員会規則第６号）の一部を次のように改正する。

　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

　　　宮崎県教育委員会公告式規則

第１条　地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律

　第 162号）第15条第２項の規定に基づく県教育委員会の公告式に

　ついては、この規則の定めるところによる。

第２条　規則を公布しようとするときは、公布の旨の前文、公布年

　月日及び教育長名を記入して公布する。

第３条　前条の規定による公布は、宮崎県公報に登載して行う。た

　だし、天災地変等の事由により宮崎県公報に登載して公布するこ

　とができないときは、県庁前の掲示場及び公衆の見やすい場所に

　掲示して、これに代えることができる。

　　　公告式規則

第１条　地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律

　第 162号）第14条第２項の規定に基づく県教育委員会の公告式に

　ついては、この規則の定めるところによる。

第２条　規則は、宮崎県教育委員会規則であることを明記し、県委

　員会委員長が署名の上、公布年月日を記入して公布する。

第３条　前条の規定による公布は、宮崎県公報に登載して行う。

　　　附　則

　（施行期日）

１　この規則は、平成27年４月１日から施行する。

　（経過措置）

２　地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律（平成26年法律第76号）附則第２条第２項に規定する場合は、この規

　則による改正後の宮崎県教育委員会公告式規則第１条及び第２条の規定は適用せず、この規則による改正前の公告式規則第１条及び第２

　条の規定は、なおその効力を有する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　教育委員会会議規則の一部を改正する規則をここに公布する。

　　平成27年３月31日
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県教育委員会委員長　島　原　俊　英

宮崎県教育委員会規則第３号

　　　教育委員会会議規則の一部を改正する規則

　教育委員会会議規則（昭和31年宮崎県教育委員会規則第７号）の一部を次のように改正する。

　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

　　　第１章　委員長の選挙方法等

第１条　委員長の選挙は、会議において無記名の単記投票により行

　い、有効投票の再多数を得た者（その者が２人以上あるときは、

　これらの者のうち、くじで定める者）をもって当選人とする。そ

　の投票に関し異議があるときは、会議においてこれを決定する。

２　委員中に異議がないときは、前項の選挙につき指名推選の方法

　を用いることができる。この場合においては、被指名人をもって

　当選人を定めることを会議に諮り、在任委員全員の同意をもって

　決定する。

第２条　委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときに、委員

　長の職務を行なう委員の指定は、前条の規定を準用する。

第３条　委員長及び委員長の職務を行う委員に、ともに事故がある

　とき、又は欠けたときは、委員会の会議において指定する委員が

　、臨時に委員長の職務を行う。

　　　第２章　会議

第４条　［略］

２　定例会は、毎月１回委員長が招集する。

３　臨時会は、委員長が必要と認めたとき又は委員２人以上の者か

　ら請求があったときに招集する。

第５条　委員は会議招集の当日、定刻までに指定の場所に参集しな

　ければならない。

２　委員は招集に応ずることができないときは、会議開会前までに

　、委員長にその旨を届け出なければならない。

第６条　委員の議席は、委員任命後の最初の会議の会期の初めに委

　員長が、これを指定する。

２　必要があるときは委員長は前項の規定にかかわらず、委員の議

　席を変更することができる。

第７条　開会及び閉会は委員長が行う。

第８条　会議は、おおむね次の順序で行う。

　（１）　［略］

　（２）　前回の会議録の承認

　（３）～（７）　［略］

第９条　委員は動議を提出することができる。

２　動議が提出されたときは、委員長は会議にはかって、これを議

　題にしなければならない。

第10条　動議を提出し、又は討論しようとする者は、委員長の許可

　を得て発言しなければならない。

２　２人以上が発言を求めたときは、委員長は先に発言したと認め

　た者に指名して発言させるものとする。

第11条　一議題の審議中は、他の議題について発言することはでき

　ない。

第12条　教育委員会に対して請願又は陳情しようとする者は、委員

　長の許可する時間内において事情を述べることができる。

第13条　委員長において論旨が尽きたと認めたときは、会議にはか

　って議決しなければならない。

第14条　委員長は、順次各委員の賛否の意見を求めて採決する。

２　委員長は、必要があると認めるときは、前項の規定にかかわら

　　　第１章　会議

第１条　［略］

２　定例会は、毎月１回教育長が招集する。

３　臨時会は、教育長が必要と認めたとき、又は委員２人以上の者

　から請求があったときに招集する。

第２条　委員は、会議招集の当日、定刻までに指定の場所に参集し

　なければならない。

２　委員は、招集に応ずることができないときは、あらかじめ教育

　長にその旨を届け出なければならない。

第３条　委員の議席は、教育長が定める。

第４条　開会及び閉会は、教育長が行う。

第５条　会議は、おおむね次の順序で行う。

　（１）　［略］

　（２）　前回の議事録の承認

　（３）～（７）　［略］

第６条　委員は、動議を提出することができる。

２　動議が提出されたときは、教育長は、会議にはかって、これを

　議題にしなければならない。

第７条　動議を提出し、又は討論しようとする者は、教育長の許可

　を得て発言しなければならない。

２　２人以上が発言を求めたときは、教育長は、先に発言を求めた

　と認めた者を指名して発言させるものとする。

第８条　一議題の審議中は、他の議題について発言することはでき

　ない。ただし、教育長が必要があると認めたときは、この限りで

　ない。

第９条　教育委員会に対して請願又は陳情しようとする者は、教育

　長の許可する時間内において事情を述べることができる。

第10条　教育長において論旨が尽きたと認めたときは、会議にはか

　って議決しなければならない。

第11条　教育長は、順次各委員の賛否の意見を求めて採決する。

２　教育長は、必要があると認めたときは、前項の規定にかかわら
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　ず、会議にはかって記名又は無記名の投票によって採決すること

　ができる。

第15条　修正の動議は、原案にさきだって可否を決する。

２　修正の動議が数箇あるときは、原案に最も遠いものから順次採

　決する。

３　［略］

第16条　［略］

第17条　地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律

　第 162号）及び本章に定めるもののほか、会議の運営について必

　要な事項は、委員長が会議にはかって定める。

　　　第３章　会議録

第18条　委員長は、教育長をして会議録を調製し、おおむね次に掲

　げる事項を記載させなければならない。

　（１）・（２）　［略］

　（３）　会議に参与した者の氏名

　（４）・（５）　［略］

　（６）　動議及び動議を提出した者の氏名

　（７）　質問又は討論した者の氏名及びその要旨

　（８）　［略］

　（９）　その他委員長が必要と認めた事項

第19条　会議録は、次回の会議において、出席委員の承認を得て、

　委員長及び教育長が署名しなければならない。

２　会議録に記載した事項に関し委員中に異議があるときは、委員

　長は会議にはかってこれを修正することができる。

　　　第４章　補則

第20条　委員が辞職しようとするときは、委員長に文書をもって申

　し出なければならない。

２　委員長は前項の規定による退職願を受けたときは、これを会議

　に付し討論を行わないで、その同意につき可否を決しなければな

　らない。

　ず、会議にはかって記名又は無記名の投票によって採決すること

　ができる。

第12条　採決の順序は、修正の動議を先とし、原案を後とする。

２　修正の動議が複数あるときは、原案に最も遠いものから順次採

　決する。

３　［略］

第13条　［略］

第14条　地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律

　第 162号。以下「法」という。）及び本章に定めるもののほか、

　会議の運営について必要な事項は、教育長が会議にはかって定め

　る。

　　　第２章　議事録

第15条　教育長は、議事録を作成し、おおむね次に掲げる事項を記

　載するものとする。

　（１）・（２）　［略］

　（３）　会議に出席した事務局職員の氏名

　（４）・（５）　［略］

　（６）　議題となった動議及びその動議を提出した者の氏名

　（７）　質問又は討論をした者の氏名及びその要旨

　（８）　［略］

　（９）　その他教育長が必要と認めた事項

第16条　議事録は、次回の会議において、出席委員の承認を得て、

　教育長及び会議で決めた委員１人が署名しなければならない。

２　議事録に記載した事項に関し委員中に異議があるときは、教育

　長は、会議にはかってこれを修正することができる。

第17条　議事録は、前条の承認を得た後、公表する。ただし、法第

　14条第７項ただし書きの規定により非公開とした事項については

　、この限りでない。

　　　附　則

　（施行期日）

１　この規則は、平成27年４月１日から施行する。

　（経過措置）

２　地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律（平成26年法律第76号）附則第２条第１項に規定する旧教育長及び同

　条第３項に規定する委員長が在職する間は、この規則による改正後の教育委員会会議規則の規定にかかわらず、なお従前の例による。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　県教育庁職員の職の設置に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

　　平成27年３月31日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県教育委員会委員長　島　原　俊　英

宮崎県教育委員会規則第４号

　　　県教育庁職員の職の設置に関する規則の一部を改正する規則

　県教育庁職員の職の設置に関する規則（昭和39年宮崎県教育委員会規則第９号）の一部を次のように改正する。

　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

第１条　この規則は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（

　昭和31年法律第 162号）第18条第９項及び地方教育行政の組織及

　び運営に関する法律施行令（昭和31年政令第 221号）第６条の規

　定に基づき、県教育庁に置かれる職員の職の設置について定める

　ものとする。

第１条　この規則は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（

　昭和31年法律第 162号）第19条第９項及び地方教育行政の組織及

　び運営に関する法律施行令（昭和31年政令第 221号）第６条の規

　定に基づき、県教育庁に置かれる職員の職の設置について定める

　ものとする。
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第２条　［略］

２　教育次長は、教育長を補佐する。

３・４　［略］

５　［略］

第２条　［略］

２　教育次長は、教育長を補佐し、教育長に事故があるとき、又は

　教育長が欠けたときは、その職務を代行する。

３・４　［略］

５　第２項の規定により教育長の職務を代行する教育次長の順序は

　別に定めるところによるものとする。

６　［略］

　　　附　則

　（施行期日）

１　この規則は、平成27年４月１日から施行する。

　（経過措置）

２　地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律（平成26年法律第76号）附則第２条第２項に規定する場合は、この規

　則による改正後の県教育庁職員の職の設置に関する規則第１条、第２条第２項及び同条第５項の規定は適用せず、この規則による改正前

　の県教育庁職員の職の設置に関する規則第１条、第２条第２項、同条第５項及び同条第６項の規定は、なおその効力を有する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　県教育委員会の権限に属する事務の一部委任等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

　　平成27年３月31日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県教育委員会委員長　島　原　俊　英

宮崎県教育委員会規則第５号

　　　県教育委員会の権限に属する事務の一部委任等に関する規則の一部を改正する規則

　県教育委員会の権限に属する事務の一部委任等に関する規則（昭和41年宮崎県教育委員会規則第１号）の一部を次のように改正する。

　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

　（趣旨）

第１条　この規則は、別に定めるもののほか、地方教育行政の組織

　及び運営に関する法律（昭和31年法律第 162号。以下「法」とい

　う。）第26条第１項の規定に基づき、宮崎県教育委員会（以下「

　教育委員会」という。）の権限に属する事務の委任、臨時代理又

　は専決について必要な事項を定めるものとする。

　（教育長への委任）

第２条　教育委員会は、次に掲げる事務を除き、その権限に属する

　事務を教育長に委任する。

　（１）　教育行政の大綱に関すること。

　（２）～（７）　［略］

　（８）　教育長並びに教育庁及び学校以外の教育機関の職員の任免

　　その他の人事に関すること。

　（９）～（19）　［略］

　（20）　教育に関する特例民法法人及び公益信託に関する事務のう

　　ち許可、認可及び承認に関すること。

　（21）　［略］

　（22）　公立義務教育諸学校の学級編成及び教職員定数の標準に関

　　する法律（昭和33年法律第 116号）第５条の規定による学級編

　　成についての同意に関すること。

　（23）～（29）　［略］

　（30）　法第27条の規定に基づく教育に関する事務の管理及び執行

　　の状況の点検及び評価に関すること。

　（異例又は重要事項の付議）

第３条　教育長は、前条の規定にかかわらず、委任された事項のう

　（趣旨）

第１条　この規則は、別に定めるもののほか、地方教育行政の組織

　及び運営に関する法律（昭和31年法律第 162号。以下「法」とい

　う。）第25条第１項の規定に基づき、宮崎県教育委員会（以下「

　教育委員会」という。）の権限に属する事務の委任、臨時代理又

　は専決について必要な事項を定めるものとする。

　（教育長への委任）

第２条　教育委員会は、次に掲げる事務を除き、その権限に属する

　事務を教育長に委任する。

　（１）　削除

　（２）～（７）　［略］

　（８）　教育長及び教育委員の服務等に関すること。

　（８）の２　教育庁及び学校以外の教育機関の職員の任免その他の

　　人事に関すること。

　（９）～（19）　［略］

　（20）　教育に関する公益信託に関する事務のうち許可に関するこ

　　と。

　（21）　［略］

　（22）　削除

　（23）～（29）　［略］

　（30）　法第26条の規定に基づく教育に関する事務の管理及び執行

　　の状況の点検及び評価に関すること。

　（委任の報告）

第２条の２　教育長は、前条の規定により委任された事務のうち、

　教育委員会において事実を知っておく必要があると認めるものに

　ついては、次回の教育委員会において報告しなければならない。

　（異例又は重要事項の付議）

第３条　教育長は、第２条の規定にかかわらず、委任された事務の
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　ち異例又は重要と認められるものについては、教育委員会に付議

　しなければならない。

　（臨時代理）

第４条　教育長は、第２条の規定にかかわらず、同条各号に掲げる

　事項について、急施を要し、教育委員会に付議する暇がないと認

　めるときは、臨時に代理することができる。この場合においては

　、これを次回の教育委員会に報告し、その承認を得なければなら

　ない。

　（専決）

第５条　教育委員会は、第２条各号に掲げる事務のうち、次に掲げ

　る事務を教育長に専決させるものとする。

　（１）～（４）　［略］

　（５）　地方公務員法（昭和25年法律第 261号）第28条第２項第１

　　号の規定による職員（教育長を除く。）の分限に関すること。

　（６）～（14）　［略］

　（15）　教育に関する特例民法法人及び公益信託に関する事務のう

　　ち認可及び承認に関すること。

　（16）　［略］

　（17）　公立義務教育諸学校の学級編成及び教職員定数の標準に関

　　する法律第５条の規定による学級編成についての同意に関する

　　こと。

　（18）～（25）　［略］

２　［略］

　（専決の報告）

第６条　教育長は、前条第１項の規定により専決した事務のうち教

　育委員会において事実を知っておく必要があると認めるものにつ

　いては、これを速やかに報告しなければならない。

　うち、異例又は重要と認められるものについては、教育委員会に

　付議しなければならない。

　（臨時代理）

第４条　教育長は、第２条の規定にかかわらず、同条各号に掲げる

　事務について、急施を要し、教育委員会に付議する暇がないと認

　めるときは、臨時に代理することができる。この場合においては

　、これを次回の教育委員会において報告し、その承認を得なけれ

　ばならない。

　（専決）

第５条　教育委員会は、第２条各号に掲げる事務のうち、次に掲げ

　る事務を教育長に専決させるものとする。

　（１）～（４）　［略］

　（５）　地方公務員法（昭和25年法律第 261号）第28条第２項第１

　　号の規定による職員の分限に関すること。

　（６）～（14）　［略］

　（15）　削除

　（16）　［略］

　（17）　削除

　（18）～（25）　［略］

２　［略］

　（専決の報告）

第６条　教育長は、前条第１項の規定により専決した事務のうち、

　教育委員会において事実を知っておく必要があると認めるものに

　ついては、これを速やかに報告しなければならない。

　　　附　則

　（施行期日）

１　この規則は、平成27年４月１日から施行する。

　（経過措置）

２　地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律（平成26年法律第76号）附則第２条第２項に規定する場合は、この規

　則による改正後の県教育委員会の権限に属する事務の一部委任等に関する規則第１条、第２条第８号、同条第８号の２、同条第30号、第

　２条の２、第３条及び第５条第５号の規定は適用せず、この規則による改正前の県教育委員会の権限に属する事務の一部委任等に関する

　規則第１条、第２条第８号、同条第30号、第３条及び第５条第５号の規定は、なおその効力を有する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　県教育委員会会議傍聴規則の一部を改正する規則をここに公布する。

　　平成27年３月31日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県教育委員会委員長　島　原　俊　英

宮崎県教育委員会規則第６号

　　　県教育委員会会議傍聴規則の一部を改正する規則

　県教育委員会会議傍聴規則（平成２年宮崎県教育委員会規則第１号）の一部を次のように改正する。

　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

　（傍聴の手続等）

第２条　［略］

２　受付簿への記入は、傍聴しようとする会議開始１時間前から始

　めるものとする。

３　委員長は、傍聴席の数を制限することができる。

４　会議開始10分前までに受付簿に記載した者の数が傍聴席の数を

　超えたときは、当該記載した者の中から抽選により、傍聴券を交

　付すべき者を決定するものとする。

５　［略］

　（報道関係者の傍聴）

　（傍聴の手続等）

第２条　［略］

２　受付簿に記載した者の数が傍聴席の数を超えたときは、当該記

　載した者の中から抽選により、傍聴券を交付すべき者を決定する

　ものとする。

３　［略］

　（報道関係者の傍聴）
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第３条　前条の規定にかかわらず、報道関係者で委員長が特に傍聴

　の必要があると認める者については、傍聴券の交付を受けないで

　会議を傍聴することができる。

２　［略］

　（傍聴席に入ることができない者）

第４条　次に掲げる者は、傍聴席に入ることはできない。

　（１）～（３）　［略］

　（４）　前３号に掲げる者のほか、委員長が傍聴を不適当と認める

　　者

　（傍聴人遵守事項）

第５条　傍聴人は、次に掲げる事項を守らなければならない。

　（１）　議席に入らないこと。

　（２）　みだりに傍聴席を離れないこと。

　（３）　［略］

　（４）　録音、写真撮影等をしないこと。ただし、報道関係者で委

　　員長の許可を得たときは、この限りでない。

　（５）　［略］

　（６）　帽子、襟巻又は外とうの類を着用しないこと。ただし、病

　　気その他の理由により委員長の許可を得たときは、この限りで

　　ない。

　（７）・（８）　［略］

　（傍聴人の退場）

第６条　委員長は、傍聴人がこの規則の規定に違反し、議事を妨げ

　るときは、退場を命じることができる。

第７条　傍聴人は、委員長が傍聴を禁止したとき、又は前条の規定

　により退場を命じたときは、直ちに退場しなければならない。

　（その他）

第８条　申請者及び傍聴人は、第２条から前条までに規定するもの

　のほか、委員長の指示に従わなければならない。

第３条　前条の規定にかかわらず、報道関係者で教育長が特に傍聴

　の必要があると認める者については、傍聴券の交付を受けないで

　会議を傍聴することができる。

２　［略］

　（傍聴することができない者）

第４条　次の各号のいずれかに該当する者は、傍聴することができ

　ない。

　（１）～（３）　［略］

　（４）　前３号に掲げる者のほか、教育長が傍聴を不適当と認める

　　者

　（傍聴人遵守事項）

第５条　傍聴人は、次に掲げる事項を守らなければならない。

　（１）　みだりに傍聴席を離れないこと。ただし、報道関係者が教

　　育長の許可を得た場合は、この限りでない。

　（２）　［略］

　（３）　録音、写真撮影等をしないこと。ただし、報道関係者が教

　　　育長の許可を得た場合は、この限りでない。

　（４）　［略］

　（５）　帽子、襟巻又は外とうの類を着用しないこと。ただし、病

　　気その他の理由により教育長の許可を得た場合は、この限りで

　　ない。

　（６）・（７）　［略］

　（傍聴人の退場）

第６条　教育長は、傍聴人がこの規則の規定に違反し、議事を妨げ

　るときは、退場を命じることができる。

第７条　傍聴人は、教育長が傍聴を禁止したとき、又は前条の規定

　により退場を命じたときは、直ちに退場しなければならない。

　（その他）

第８条　会議を傍聴しようとする者及び傍聴人は、第２条から前条

　までに規定するもののほか、教育長の指示に従わなければならな

　い。

　別記様式第１号及び別記様式第２号を次のように改める。
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　　　附　則

　（施行期日）

１　この規則は、平成27年４月１日から施行する。

　（経過措置）

２　地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律（平成26年法律第76号）附則第２条第１項に規定する旧教育長及び同

　条第３項に規定する委員長が在職する間は、この規則による改正後の県教育委員会会議傍聴規則の規定にかかわらず、なお従前の例によ

　る。　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　宮崎県就学指導委員会設置規則の一部を改正する規則をここに公布する。

　　平成27年３月31日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県教育委員会委員長　島　原　俊　英

宮崎県教育委員会規則第７号

　　　宮崎県就学指導委員会設置規則の一部を改正する規則

　宮崎県就学指導委員会設置規則（昭和49年宮崎県教育委員会規則第12号）の一部を次のように改正する。

　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

　　　宮崎県特別支援教育支援委員会設置規則

　（設置）

第１条　障害のある児童生徒等の適切な就学等を支援するため、宮

　崎県特別支援教育支援委員会（以下「委員会」という。）を置く

　。

　（業務）

第２条　委員会は、次に掲げる事項についての宮崎県教育委員会（

　以下「教育委員会」という。）の諮問に応じ、調査審議する。

　（１）　障害のある児童生徒等の就学等に関し、教育委員会が市町

　　村教育委員会に対して行うべき指導及び助言に関すること。

　（２） その他障害のある児童生徒等の教育に必要な事項に関する

　　こと。

　　　宮崎県就学指導委員会設置規則

　（設置）

第１条　障害のある学齢児童及び学齢生徒に対し適正な就学指導を

　行うため、宮崎県就学指導委員会（以下「委員会」という。）を

　置く。

　（業務）

第２条　委員会は、次に掲げる事項についての宮崎県教育委員会（

　以下「教育委員会」という。）の諮問に応じ、調査審議する。

　（１）　県立特別支援学校の就学指導に関すること。

　（２）　市町村教育委員会の特別支援学級等の就学指導に関するこ

　　と。

　（３）　その他障害のある学齢児童及び学齢生徒の教育に必要な事

　　項に関すること。

　　　附　則

　この規則は、平成27年４月１日から施行する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　教育職員免許法等施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。

　　平成27年３月31日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県教育委員会委員長　島　原　俊　英

宮崎県教育委員会規則第８号　

　　　教育職員免許法等施行細則の一部を改正する規則

　教育職員免許法等施行細則（昭和30年宮崎県教育委員会規則第１号）の一部を次のように改正する。

　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

　（小学校教員の場合）

第９条　小学校教諭又は助教諭の免許状を取得している教員が直近

　の上級免許状の授与を受けようとする場合に修得することを必要

　とする最低単位数は、次の表の区分によるものとする。

　ア　二種免許状を取得している場合

　イ　臨時免許状を取得している場合

　（中学校教員の場合）

第10条　中学校教諭又は助教諭の免許状を取得している教員が直近

　の上級免許状の授与を受けようとする場合に修得することを必要

　とする最低単位数は、次の表の区分によるものとする。

　ア　二種免許状を取得している場合

　（小学校教諭の免許状の場合）

第９条　小学校の二種免許状又は臨時免許状を取得している者が直

　近の上級免許状の授与を受けようとする場合に修得することを必

　要とする最低単位数は、次の表の区分によるものとする。

　ア　二種免許状を取得している場合

　イ　臨時免許状を取得している場合

　（中学校教諭の免許状の場合）

第10条　中学校の二種免許状又は臨時免許状を取得している者が直

　近の上級免許状の授与を受けようとする場合に修得することを必

　要とする最低単位数は、次の表の区分によるものとする。

　ア　二種免許状を取得している場合

　［略］

　［略］

　［略］

　［略］

　［略］ 　［略］
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　イ　臨時免許状を取得している場合

　（高等学校教員の場合）

第11条　高等学校助教諭の臨時免許状を取得している教員が一種免

　許状の授与を受けようとする場合に修得することを必要とする最

　低単位数は、次の表の区分によるものとする。

　（幼稚園教員の場合）

第11条の２　幼稚園教諭又は助教諭の免許状を取得している教員が

　直近の上級免許状の授与を受けようとする場合に修得を必要とす

　る最低単位数は、次の表の区分によるものとする。

　ア　二種免許状を取得している場合

　イ　臨時免許状を取得している場合

　（実習教員の場合）

第13条　中学校の職業実習についての臨時免許状を有する者が、免

　許法別表第５により、二種免許状の授与を受けようとする場合に

　修得することを必要とする最低単位数は、次の表の区分によるも

　のとする。

　（養護教員の場合）

第14条　免許法別表第６により養護教諭又は養護助教諭が直近の上

　級免許状の授与を受けようとする場合に修得することを必要とす

　る最低単位数は、次の表の区分によるものとする。

　ア　二種免許状を取得している場合

　イ　臨時免許状を取得している場合

　（栄養教諭の場合）

第14条の２　栄養教諭二種免許状を有する者が、免許法別表第６の

　２により、一種免許状の授与を受けようとする場合に修得するこ

　とを必要とする最低単位数は、次の表の区分によるものとする。

　ア　免許法別表第６の２備考の規定の適用を受けない場合

　イ　免許法別表第６の２備考の規定の適用を受ける場合

　（在職年数による単位修得基準）

第16条　第９条から第14条まで並びに第15条及び第15条の２までの

　規定の適用に当たっては、在職年数に応じ、それぞれ教科に関す

　る科目欄（養護教員にあっては養護に関する科目欄）に掲げる単

　位数、教職に関する科目欄に掲げる単位数及び教科又は教職に関

　する科目欄（養護教員にあっては養護又は教職に関する科目欄）

　に掲げる単位数を含み、かつ、最低修得単位数欄に掲げる必要単

　位数を修得するものとする。

２・３　［略］

別記様式第４号（第30条、第33条関係）

　イ　臨時免許状を取得している場合

　（高等学校教諭の免許状の場合）

第11条　高等学校助教諭の臨時免許状を取得している者が一種免許

　状の授与を受けようとする場合に修得することを必要とする最低

　単位数は、次の表の区分によるものとする。

　（幼稚園教諭の免許状の場合）

第11条の２　幼稚園の二種免許状又は臨時免許状を取得している者

　が直近の上級免許状の授与を受けようとする場合に修得を必要と

　する最低単位数は、次の表の区分によるものとする。

　ア　二種免許状を取得している場合

　イ　臨時免許状を取得している場合

第13条　削除

　（養護教諭の免許状の場合）

第14条　免許法別表第６により養護教諭の二種免許状又は臨時免許

　状を取得している者が直近の上級免許状の授与を受けようとする

　場合に修得することを必要とする最低単位数は、次の表の区分に

　よるものとする。

　ア　二種免許状を取得している場合

　イ　臨時免許状を取得している場合

　（栄養教諭の免許状の場合）

第14条の２　栄養教諭の二種免許状を取得している者が、免許法別

　表第６の２により、一種免許状の授与を受けようとする場合に修

　得することを必要とする最低単位数は、次の表の区分によるもの

　とする。

　ア　免許法別表第６の２備考の規定の適用を受けない場合

　イ　免許法別表第６の２備考の規定の適用を受ける場合

　（在職年数による単位修得基準）

第16条　第９条から第14条まで並びに第15条及び第15条の２までの

　規定の適用に当たっては、在職年数に応じ、それぞれ教科に関す

　る科目欄（養護教諭の免許状にあっては養護に関する科目欄）に

　掲げる単位数、教職に関する科目欄に掲げる単位数及び教科又は

　教職に関する科目欄（養護教諭の免許状にあっては養護又は教職

　に関する科目欄）に掲げる単位数を含み、かつ、最低修得単位数

　欄に掲げる必要単位数を修得するものとする。

２・３　［略］

別記様式第４号（第30条、第33条関係）

　［略］ 　［略］

　［略］ 　［略］

　［略］ 　［略］

　［略］ 　［略］

最低修得単位

数

教職に関する科

目

教科に関する科

目

在職年数

201010６

15７８７

10５５８以上

　［略］ 　［略］

　［略］ 　［略］

　［略］

　［略］

　［略］

　［略］

　身体に関する証明書 　身体に関する証明書



宮 崎 県 公 報 平成 27 年 ３ 月 31 日（火曜日）　号外　第 22 号

害 11 害

　　［略］　　［略］

　［略］

　上記のとおり診断する。

　　年　月　日

　　　　　　　　　　　　検査医住所氏名　　　　　　魁

　上記のとおり診断する。

　　年　月　日

　　　　　　　　　　　　証明責任者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

印

　［略］

　上記のとおり診断する。

　　年　月　日

　　　　　　　　　　　　検査医住所氏名　　　　　　魁

　　　附　則

　この規則は、平成27年４月１日から施行する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　教育職員免許の更新等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

　　平成27年３月31日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県教育委員会委員長　島　原　俊　英　

宮崎県教育委員会規則第９号　

　　　教育職員免許の更新等に関する規則の一部を改正する規則

　教育職員免許の更新等に関する規則（平成21年教育委員会規則第６号）の一部を次のように改正する。

　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

　（免許状更新講習の修了確認義務を課す教育委員会の職員）

第３条　教育職員免許法施行規則の一部を改正する省令（平成20年

　文部科学省令第９号。以下「改正省令」という。）附則第３条第

　２号に規定する免許管理者が定める者は、次の各号に掲げる者と

　する。

　（１）　教育職員として任命され、又は雇用されたことのある者（

　　以下「教育職員であったことのある者」という。）で、宮崎県

　　教育委員会及び宮崎県内の市町村教育委員会（以下「県市町村

　　教育委員会」という。）の教育長、教育次長、主任指導主事、

　　指導主事、主任社会教育主事及び社会教育主事

　（２）　［略］

　（免許状更新講習の修了確認義務を課す教育の職）

第４条　改正省令附則第３条第３号に規定する免許管理者が定める

　者は、次の各号に掲げる者とする。

　（１）　宮崎県又は宮崎県内の市町村（以下「県市町村」という。

　　）が設置する学校の教育職員であったことのある者で、県市町

　　村教育委員会の要請に応じ、引き続いて宮崎県、宮崎県内の市

　　町村又は国立大学法人宮崎大学（以下「県、市町村又は大学」

　　という。）の職員となるため県市町村を退職し、引き続き当該

　　県、市町村又は大学の職員として在職している者であって、免

　　許状更新講習を受講することが必要な者として県教育長が別に

　　定める者

　（２）　教育職員であったことのある者で、宮崎県内の幼稚園、小

　　学校、中学校又は高等学校を設置する学校法人の理事

　（免許状更新講習を受講することができる教育委員会の職員）

第５条　免許状更新講習規則（平成20年文部科学省令第10号。以下

　「更新講習規則」という。）第９条第１項第２号に規定する免許

　管理者が定める者は、次の各号に掲げる者とする。

　（免許状更新講習の修了確認義務を課す教育委員会の職員）

第３条　教育職員免許法施行規則の一部を改正する省令（平成20年

　文部科学省令第９号。以下「改正省令」という。）附則第３条第

　２号に規定する免許管理者が定める者は、次の各号に掲げる者と

　する。

　（１）　教育職員として任命され、又は雇用されたことのある者（

　　以下「教育職員であった者」という。）で、宮崎県教育委員会

　　及び宮崎県内の市町村教育委員会（以下「県市町村教育委員会

　　」という。）の教育長、教育次長、主任指導主事、指導主事、

　　主任社会教育主事及び社会教育主事の職にある者

　（２）　［略］

　（免許状更新講習の修了確認義務を課す者）

第４条　改正省令附則第３条第３号に規定する免許管理者が定める

　者は、次の各号に掲げる者とする。

　（１）　宮崎県又は宮崎県内の市町村（以下「県市町村」という。

　　）が設置する学校の教育職員であった者で、県市町村教育委員

　　会の要請に応じ、引き続いて宮崎県、宮崎県内の市町村又は国

　　立大学法人宮崎大学（以下「県、市町村又は大学」という。）

　　の職員となるため県市町村を退職し、引き続き当該県、市町村

　　又は大学の職員として在職している者であって、免許状更新講

　　習を受講することが必要な者として県教育長が別に定める者

　（２）　教育職員であった者で、宮崎県内の幼稚園、就学前の子ど

　　もに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（

　　平成18年法律第77号）第２条第７項に規定する幼保連携型認定

　　こども園（以下「幼保連携型認定こども園」という。）、小学

　　校、中学校又は高等学校を設置する学校法人の理事の職にある

　　者

　（３）　教育職員であった者で、宮崎県内の幼保連携型認定こども

　　園を設置する社会福祉法人の理事の職にある者

　（免許状更新講習を受講することができる教育委員会の職員）

第５条　免許状更新講習規則（平成20年文部科学省令第10号。以下

　「更新講習規則」という。）第９条第１項第２号に規定する免許

　管理者が定める者は、次の各号に掲げる者とする。
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　（１）　教育職員であったことのある者で、県市町村教育委員会の

　　教育長、教育次長、主任指導主事、指導主事、主任社会教育主

　　事及び社会教育主事

　（２）　［略］

　（免許状更新講習を受講することができる教育の職）

第６条　更新講習規則第９条第１項第３号に規定する免許管理者が

　定める者は、次の各号に掲げる者とする。

　（１）　県市町村が設置する学校の教育職員であったことのある者

　　で、県市町村教育委員会の要請に応じ、引き続いて国、県、市

　　町村又は大学（以下「国等」という。）の職員となるため県市

　　町村を退職し、引き続き当該国等の職員として在職している者

　　であって、免許状更新講習を受講できることとすることが適当

　　である者として県教育長が別に定める者

　（２）　教育職員であったことのある者で、宮崎県内の幼稚園、小

　　学校、中学校又は高等学校を設置する学校法人の理事

　（教育委員会における免許状更新講習の免除対象者）

第７条　教育職員免許法施行規則（昭和26年文部科学省第26号。以

　下「施行規則」という。）第61条の４第２号及び改正省令附則第

　10条第１項第２号に規定する免許管理者が定める者は、次の各号

　に掲げる者とする。

　（１）　教育職員であったことのある者で、県市町村教育委員会の

　　教育長、教育次長、主任指導主事、指導主事、主任社会教育主

　　事及び社会教育主事

　（２）　［略］

　（学校法人等における免許状更新講習の免除対象者）

第８条　施行規則第61条の４第４号及び改正省令附則第10条第１項

　第４号に規定する免許管理者が定める者は、次の各号に掲げる者

　とする。

　（１）　県市町村教育委員会の指導主事、社会教育主事その他学校

　　教育若しくは社会教育に関する専門的事項の指導等に関する事

　　務に従事したことのある者又は県市町村が設置する学校の校長

　　、副校長、教頭、主幹教諭又は指導教諭であったことのある者

　　で、県市町村教育委員会の要請に応じ、引き続いて国等の職員

　　となるため、県市町村を退職し、引き続き当該国等の職員とし

　　て在職している者であって、免許状更新講習を受講する必要が

　　ない者として県教育長が別に定める者

　（２）　教育職員であったことのある者で、宮崎県内の幼稚園、小

　　学校、中学校又は高等学校を設置する学校法人の理事

　（１）　教育職員であった者で、県市町村教育委員会の教育長、教

　　育次長、主任指導主事、指導主事、主任社会教育主事及び社会

　　教育主事の職にある者

　（２）　［略］

　（免許状更新講習を受講することができる者）

第６条　更新講習規則第９条第１項第３号に規定する免許管理者が

　定める者は、次の各号に掲げる者とする。

　（１）　県市町村が設置する学校の教育職員であった者で、県市町

　　村教育委員会の要請に応じ、引き続いて国、県、市町村又は大

　　学（以下「国等」という。）の職員となるため県市町村を退職

　　し、引き続き当該国等の職員として在職している者であって、

　　免許状更新講習を受講できることとすることが適当である者と

　　して県教育長が別に定める者

　（２）　教育職員であった者で、宮崎県内の幼稚園、幼保連携型認

　　定こども園、小学校、中学校又は高等学校を設置する学校法人

　　の理事の職にある者

　（３）　教育職員であった者で、宮崎県内の幼保連携型認定こども

　　園を設置する社会福祉法人の理事の職にある者

　（教育委員会における免許状更新講習の免除対象者）

第７条　教育職員免許法施行規則（昭和26年文部科学省第26号。以

　下「施行規則」という。）第61条の４第２号及び改正省令附則第

　10条第１項第２号に規定する免許管理者が定める者は、次の各号

　に掲げる者とする。

　（１）　教育職員であった者で、県市町村教育委員会の教育長、教

　　育次長、主任指導主事、指導主事、主任社会教育主事及び社会

　　教育主事の職にある者

　（２）　［略］

　（学校法人等における免許状更新講習の免除対象者）

第８条　施行規則第61条の４第４号及び改正省令附則第10条第１項

　第４号に規定する免許管理者が定める者は、次の各号に掲げる者

　とする。

　（１）　県市町村教育委員会の指導主事、社会教育主事その他学校

　　教育若しくは社会教育に関する専門的事項の指導等に関する事

　　務に従事したことのある者又は県市町村が設置する学校の校長

　　、副校長、教頭、主幹教諭又は指導教諭であった者で、県市町

　　村教育委員会の要請に応じ、引き続いて国等の職員となるため

　　、県市町村を退職し、引き続き当該国等の職員として在職して

　　いる者であって、免許状更新講習を受講する必要がない者とし

　　て県教育長が別に定める者

　（２）　教育職員であった者で、宮崎県内の幼稚園、幼保連携型認

　　定こども園、小学校、中学校又は高等学校を設置する学校法人

　　の理事の職にある者

　（３）　教育職員であった者で、宮崎県内の幼保連携型認定こども

　　園を設置する社会福祉法人の理事の職にある者

　　　附　則

　この規則は、平成27年４月１日から施行する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　県立図書館管理規則の一部を改正する規則をここに公布する。

　　平成27年３月31日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県教育委員会委員長　島　原　俊　英

宮崎県教育委員会規則第10号

　　　県立図書館管理規則の一部を改正する規則

　県立図書館管理規則（昭和63年宮崎県教育委員会規則第３号）の一部を次のように改正する。

　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。
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改正後改正前

　（開館時間）

第10条　図書館の開館時間は、次のとおりとする。

　（１）　閲覧室及び対面朗読室　午前９時から午後７時まで（日曜

　　日及び国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第 178号）に規

　　定する休日（以下「休日」という。）にあっては、午前９時か

　　ら午後５時まで）

　（２）　［略］

２　［略］

　（休館日）

第11条　図書館の休館日は、次のとおりとする。

　（１）　月曜日（月曜日が休日にあたるときは、その日後において

　　その日に最も近い休日でない日）

　（２）　１月１日から１月４日まで及び12月29日から12月31日まで

　（３）　［略］

２　［略］

　（開館時間）

第10条　図書館の開館時間は、次のとおりとする。

　（１）　閲覧室及び対面朗読室　午前９時から午後７時まで

　（２）　［略］

２　［略］

　（休館日）

第11条　図書館の休館日は、次のとおりとする。

　（１）　月曜日（その日が国民の祝日に関する法律（昭和23年法律

　　第 178号）に規定する休日（以下「休日」という。）にあたる

　　ときは、その日後においてその日に最も近い休日でない日）

　（２）　12月29日から翌年の１月４日まで（前号に掲げる日を除く

　　　。）

　（３）　［略］

２　［略］

　　　附　則

　この規則は、平成27年４月１日から施行する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　宮崎県体育館管理規則の一部を改正する規則をここに公布する。

　　平成27年３月31日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県教育委員会委員長　島　原　俊　英

宮崎県教育委員会規則第11号

　　　宮崎県体育館管理規則の一部を改正する規則

　宮崎県体育館管理規則（平成17年宮崎県教育委員会規則第24号）の一部を次のように改正する。

　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

　（使用の申込み）

第２条　体育館の施設又は設備（以下「体育館施設等」という。）

　を使用しようとする者（以下「申込者」という。）は、宮崎県体

　育館使用申込書（別記様式第１号）を県教育庁スポーツ指導セン

　ター所長（以下「所長」という。）に提出しなければならない。

　（使用許可）

第３条　所長は、前条の規定により使用の申込みがあった場合にお

　いて、使用の許可をするときは、申込者に宮崎県体育館使用許可

　書（別記様式第２号）を交付するものとし、使用の許可をしない

　ときは、申込者に宮崎県体育館使用不許可通知書（別記様式第３

　号）により通知するものとする。

２　所長は、必要があると認めるときは、前項の使用の許可に条件

　を付けることができる。

　（使用許可の制限）

第４条　所長は、申込者が次の各号のいずれかに該当する場合は、

　体育館施設等の使用を許可しないものとする。

　（１）　 ［略］

　（２） 体育館施設等を損傷するおそれがあると認められるとき。

　（３）　 ［略］

　（４）　宮崎県体育館使用申込書の内容に偽りがあるとき。

　（５）　 ［略］

　（使用者の遵守事項）

第５条　第３条第１項の規定により使用を許可された者（以下「使

　（利用の申込み）

第２条　体育館の施設又は設備（以下「体育館施設等」という。）

　を利用しようとする者（以下「申込者」という。）は、宮崎県体

　育館施設等利用申込書（別記様式第１号）を宮崎県教育庁スポー

　ツ指導センター所長（以下「所長」という。）に提出しなければ

　ならない。

　（利用の許可）

第３条　所長は、利用の申込みがあった場合において、利用の許可

　をするときは、申込者に宮崎県体育館施設等利用許可書（別記様

　式第２号）を交付するものとし、利用の許可をしないときは、申

　込者に宮崎県体育館施設等利用不許可通知書（別記様式第３号）

　により通知するものとする。

２　所長は、必要があると認めるときは、前項の利用の許可に条件

　を付することができる。

　（利用許可の制限）

第４条　所長は、申込者が次の各号のいずれかに該当する場合は、

　体育館施設等の利用を許可しないものとする。

　（１）　 ［略］

　（２） 体育館を損傷するおそれがあると認められるとき。

　（３）　 ［略］

　（４）　宮崎県体育館施設等利用申込書の記載内容に偽りがあると

　　き。

　（５）　 ［略］

　（利用者の遵守事項）

第５条　利用を許可された者（以下「利用者」という。）は、次に
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　用者」という。）は、次の各号に掲げる事項を守らなければなら

　ない。

　（１）　許可された使用の目的又は条件に違反しないこと。

　（２）　［略］

　（３）　体育館施設等を損傷し、又は滅失するおそれのある行為を

　　しないこと。

　（４）　［略］

　（５）　その他条例規則等を遵守すること。

　（使用許可の取消し等）

第６条　所長は、使用者が第４条各号のいずれかに該当するに至っ

　たとき、又は前条の規定に反する行為がある者については、体育

　館施設等の使用の許可を取り消し、使用を中止させ、入館を拒否

　し、又は退去を命ずることができる。

２　前項の取消し等によって使用者に損害が生じても、県はその損

　害の賠償の責めは負わないものとする。

　（使用許可の取消しの申出）

第７条　使用者が使用の許可の取消しの申出をするときは、宮崎県

　体育館使用許可取消申出書（別記様式第４号）を所長に提出しな

　ければならない。

２　所長は、前項の規定による宮崎県体育館使用許可取消申出書の

　提出があったときは、当該申出書に係る使用の許可を取り消し、

　その旨を当該申出者に通知するものとする。

　（使用料の還付）

第８条　教育関係使用料及び手数料徴収条例（平成13年宮崎県条例

　第23号。以下「使用料条例」という。）別表第１に定める体育館

　使用料に係る使用料条例第５条第３号に規定する使用前とは、使

　用日の７日前の日以前とする。

２　使用料条例第５条ただし書の規定により使用料を還付する場合

　の当該還付の額は、既納使用料の全額とする。

３　［略］

　（使用の制限）

第９条　所長は、必要があると認めるときは、体育館施設等の使用

　を制限することができる。

　（開館時間）

第10条　体育館の開館時間は、午前９時から午後10時までとする。

　ただし、所長は、必要があると認めるときは、臨時に開館時間を

　変更することができる。

　（休館日）

第11条　体育館の休館日は、１月１日から１月３日まで及び12月29

　日から12月31日まで並びに毎月第３火曜日とする。ただし、所長

　は、必要があると認めるときは、臨時に開館し、又は休館するこ

　とができる。

　（弁償）

第12条　体育館施設等の使用の許可を受けた者が、体育館施設等を

　損傷し、又は滅失したときは、原状に復し、又は県教育委員会の

　定める金額によって損害を賠償しなければならない。

　（指定管理者による管理の場合の読替）

第13条　教育関係の公の施設に関する条例第４条の規定により体育

　館の管理を指定管理者に行わせる場合（以下「指定管理者による

　管理の場合」という。）における第２条から第４条まで、第６条

　掲げる事項を守らなければならない。

　（１）　許可された利用の目的又は条件に違反しないこと。

　（２）　［略］

　（３）　体育館を損傷し、又は滅失するおそれのある行為をしない

　　こと。

　（４）　［略］

　（５）　その他法令、条例、規則等及び所長の指示に従うこと。

　（利用許可の取消し等）

第６条　所長は、利用者が前条の規定に違反したときは、体育館施

　設等の利用の許可を取り消し、利用を中止させ、入館を拒否し、

　又は退去を命ずることができる。

２　前項の取消し等によって利用者に損害が生じても、県はその損

　害の賠償の責めは負わないものとする。

　（利用許可の取消しの申出）

第７条　利用者が利用の許可の取消しの申出をするときは、宮崎県

　体育館施設等利用許可取消申出書（別記様式第４号）を所長に提

　出しなければならない。

２　所長は、前項の規定による宮崎県体育館施設等利用許可取消申

　出書の提出があったときは、当該申出書に係る利用の許可を取り

　消し、その旨を当該利用者に通知するものとする。

　（使用料の還付）

第８条　教育関係使用料及び手数料徴収条例（平成13年宮崎県条例

　第23号。以下「使用料条例」という。）第５条ただし書の規定に

　より使用料を還付する場合の当該還付の額は、既納使用料の全額

　とする。

２　［略］

　（利用の制限）

第９条　所長は、必要があると認めるときは、体育館の利用を制限

　することができる。

　（利用時間）

第10条　体育館施設等の利用時間は、午前９時から午後10時までと

　する。ただし、所長は、必要があると認めるときは、臨時に利用

　時間を変更することができる。

　（休館日）

第11条　体育館の休館日は、12月29日から翌年の１月３日まで及び

　毎月第３火曜日（その日が国民の祝日に関する法律（昭和23年法

　律第 178号）に規定する休日（以下「休日」という。）に当たる

　ときは、その日後においてその日に最も近い休日でない日）とす

　る。ただし、所長は、必要があると認めるときは、臨時に開館し

　、又は休館することができる。

　（指定管理者による管理の場合の読替）

第12条　教育関係の公の施設に関する条例第４条の規定により体育

　館の管理を指定管理者に行わせる場合（以下「指定管理者による

　管理の場合」という。）における第２条から第７条まで及び第９
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　第１項、第７条及び第９条から第11条までの規定の適用について

　は、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、同

　表の右欄に掲げる字句にそれぞれ読み替えるものとする。

　（指定管理者の指定の申請）

第14条　［略］　

２　教育関係の公の施設に関する条例第５条第１項の規則で定める

　書類は、次に掲げる書類とする。

　（１）　定款、寄附行為、規約又はこれらに準ずる書類

　（２）　［略］

　（３）　県教育委員会が指定する事業年度における決算に関する書

　　類又はそれに相当する書類

　（４）　［略］

　（５）　その他県教育委員会が必要と認める書類

　（指定管理の指定の基準）

第15条　教育関係の公の施設に関する条例第５条第３項第４号の教

　育委員会規則で定める基準は、次に掲げる基準とする。

　（１）・（２）　［略］

　（３）　その他県教育委員会が必要と認める基準

　（指定管理者が行う業務）

第16条　教育関係の公の施設に関する条例第７条において準用する

　公の施設に関する条例第10条の３第３号の規則で定める業務は、

　次に掲げる業務とする。

　（１）・（２）　［略］

　（３）　その他県教育委員会が必要と認める業務

　（指定管理者の管理の基準）

第17条　教育関係の公の施設に関する条例第７条において準用する

　公の施設に関する条例第10条の４の規則で定める管理の基準は、

　次に掲げる基準とする。

　（１）　［略］

　（２）　使用者に対して適切なサービスの提供を行うこと。

　（３）　［略］

　（４）　その他県教育委員会が必要と認める基準

　条から第11条までの規定の適用については、次の表の左欄に掲げ

　る規定中同表の中欄に掲げる字句は、同表の右欄に掲げる字句に

　それぞれ読み替えるものとする。

　（使用料等の支払）

第13条　指定管理者による管理の場合は、利用者は、当該指定管理

　者に体育館施設等の使用料（使用料条例第２条に規定する使用料

　をいう。）又は利用料金（教育関係の公の施設に関する条例第６

　条に規定する利用料金をいう。）を支払わなければならない。

　（指定管理者の指定の申請）

第14条　［略］

２　教育関係の公の施設に関する条例第５条第１項の規則で定める

　書類は、次に掲げる書類とする。

　（１）　定款、規約又はこれらに準ずる書類

　（２）　［略］

　（３）　教育委員会が指定する事業年度における決算に関する書類

　　又はそれに相当する書類

　（４）　［略］

　（５）　その他教育委員会が必要と認める書類

　（指定管理の指定の基準）

第15条　教育関係の公の施設に関する条例第５条第３項第４号の教

　育委員会規則で定める基準は、次に掲げる基準とする。

　（１）・（２）　［略］

　（３）　その他教育委員会が必要と認める基準

　（指定管理者が行う業務）

第16条　教育関係の公の施設に関する条例第７条において準用する

　公の施設に関する条例第10条の３第３号の規則で定める業務は、

　次に掲げる業務とする。

　（１）・（２）　［略］

　（３）　その他教育委員会が必要と認める業務

　（指定管理者の管理の基準）

第17条　教育関係の公の施設に関する条例第７条において準用する

　公の施設に関する条例第10条の４の規則で定める管理の基準は、

　次に掲げる基準とする。

　（１）　［略］

　（２）　利用者に対して適切なサービスの提供を行うこと。

　（３）　［略］

　（４）　その他教育委員会が必要と認める基準

　（利用料金の承認）

第18条　指定管理者は、利用料金について教育関係の公の施設に関

　する条例第６条第３項に規定する教育委員会の承認を受けようと

　するときは、利用料金承認申請書（別記様式第７号）に歳入歳出

　見込書その他教育委員会が必要と認める書類を添えて、教育委員

　［略］県教育庁スポーツ指導

センター所長

第２条

　［略］第２条から第４条ま

で、第６条第１項、

第７条及び第９条か

ら第11条まで

　［略］

　［略］宮崎県教育庁スポーツ

指導センター所長（以

下「所長」という。）

第２条

　［略］第３条から第７条ま

で及び第９条

　［略］
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　（協定書の締結）

第18条　県教育委員会は、次に掲げる事項について、指定管理者と

　協定を締結するものとする。

　（１）～（４）　［略］

　（事業報告書等の提出）

第19条　指定管理者は、毎年度終了後１月以内に、次に掲げる書類

　を県教育委員会に提出しなければならない。

　（１）・（２）　［略］

　（３）　その他県教育委員会が必要と認める書類

　（原状回復）

第20条　指定管理者は、その指定の期間が満了したとき、又は地方

　自治法（昭和22年法律第67号）第 244条の２第11項の規定により

　県教育委員会が指定管理者の指定を取り消し、若しくは期間を定

　めて業務の全部若しくは一部の停止を命じたときは、体育館を速

　やかに原状に回復しなければならない。ただし、所長が特に原状

　に回復する必要がないと認める場合は、この限りでない。

　（秘密の保持）

第21条　指定管理者若しくは指定管理者であったもの又は当該指定

　管理者の指定管理業務に従事している者若しくは従事していた者

　は、その業務に関して知り得た管理運営上の秘密を、他人に知ら

　せ、又は不当な目的に利用してはならない。

　（委任）

第22条　この規則に定めるもののほか、体育館の管理及び運営に関

　し必要な事項は、県教育委員会が別に定める。

　会に提出しなければならない。

　（利用料金の減額等）

第19条　教育関係の公の施設に関する条例第６条第４項の規定によ

　り指定管理者が利用料金を減額し、又は免除する場合の基準は、

　次のとおりとする。

　（１）　災害その他特別の事情による利用で教育委員会が特に必要

　　と認める場合。

　（２）　指定管理者が特別の事情があると認める場合において、あ

　　らかじめ教育委員会の承認を受けたとき。

　（３）その他教育委員会が別に定める基準

　（協定書の締結）

第20条　教育委員会は、次に掲げる事項について、指定管理者と協

　定を締結するものとする。

　（１）～（４）　［略］

　（事業報告書等の提出）

第21条　指定管理者は、毎年度終了後１月以内に、次に掲げる書類

　を教育委員会に提出しなければならない。

　（１）・（２）　［略］

　（３）　その他教育委員会が必要と認める書類

　（原状回復）

第22条　指定管理者は、その指定の期間が満了したとき、又は地方

　自治法（昭和22年法律第67号）第 244条の２第11項の規定により

　教育委員会が指定管理者の指定を取り消し、若しくは期間を定め

　て業務の全部若しくは一部の停止を命じたときは、体育館を速や

　かに原状に回復しなければならない。ただし、教育委員会が特に

　原状に回復する必要がないと認める場合は、この限りでない。

　（秘密の保持）

第23条　指定管理者若しくは指定管理者であったもの又は当該指定

　管理者の指定管理業務に従事している者若しくは従事していた者

　は、その業務に関して知り得た秘密を、他人に知らせ、又は不当

　な目的に利用してはならない。

　（委任）

第24条　この規則に定めるもののほか、体育館の管理及び運営に関

　し必要な事項は、教育委員会が別に定める。

　別記様式第１号から別記様式第５号までを次のように改める。
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　別記様式第６号の次に次の１様式を加える。
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　　　附　則

　この規則は、平成27年４月１日から施行する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　宮崎県ライフル射撃競技場管理規則の一部を改正する規則をここに公布する。

　　平成27年３月31日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県教育委員会委員長　島　原　俊　英

宮崎県教育委員会規則第12号

　　　宮崎県ライフル射撃競技場管理規則の一部を改正する規則

　宮崎県ライフル射撃競技場管理規則（平成17年宮崎県教育委員会規則第25号）の一部を次のように改正する。

　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

　（使用の申込み）

第２条　射撃場の施設又は設備（以下「射撃場施設等」という。）

　を使用しようとする者（以下「申込者」という。）は、宮崎県ラ

　イフル射撃競技場使用申込書（別記様式第１号）を県教育庁スポ

　ーツ指導センター所長（以下「所長」という。）に提出しなけれ

　ばならない。

　（使用許可）

第３条　所長は、前条の規定により使用の申込みがあった場合にお

　いて、使用の許可をするときは、申込者に宮崎県ライフル射撃競

　技場使用許可書（別記様式第２号）を交付するものとし、使用の

　許可をしないときは、申込者に宮崎県ライフル射撃競技場使用不

　許可通知書（別記様式第３号）により通知するものとする。

２　所長は、必要があると認めるときは、前項の使用の許可に条件

　を付けることができる。

　（使用許可の制限）

第４条　所長は、申込者が次の各号のいずれかに該当する場合は、

　射撃場施設等の使用を許可しないものとする。

　（１）　［略］

　（２）　射撃場施設等を損傷するおそれがあると認められるとき。

　（３）　［略］

　（４）　宮崎県ライフル射撃競技場使用申込書の内容に偽りがある

　　とき。

　（５）　［略］

　（使用者の遵守事項）

第５条　第３条第１項の規定により使用を許可された者（以下「使

　用者」という。）は、次の各号に掲げる事項を守らなければなら

　ない。

　（１）　許可された使用の目的又は条件に違反しないこと。

　（２）　［略］

　（３）射撃場施設等を損傷し、又は滅失するおそれのある行為を

　　しないこと。

　（４）　［略］

　（５）　その他条例規則等を遵守すること。

　（使用許可の取消し等）

第６条　所長は、使用者が第４条各号のいずれかに該当するに至っ

　たとき、又は前条の規定に反する行為がある者については、射撃

　場施設等の使用の許可を取り消し、使用を中止させ、入場を拒否

　し、又は退去を命ずることができる。

２　前項の取消し等によって使用者に損害が生じても、県はその損

　害の賠償の責めは負わないものとする。

　（使用許可の取消しの申出）

第７条　使用者が使用の許可の取消しの申出をするときは、宮崎県

　ライフル射撃競技場使用許可取消申出書（別記様式第４号）を所

　（利用の申込み）

第２条　射撃場の施設又は設備（以下「射撃場施設等」という。）

　を利用しようとする者（以下「申込者」という。）は、宮崎県ラ

　イフル射撃競技場施設等利用申込書（別記様式第１号）を宮崎県

　教育庁スポーツ指導センター所長（以下「所長」という。）に提

　出しなければならない。

　（利用の許可）

第３条　所長は、利用の申込みがあった場合において、利用の許可

　をするときは、申込者に宮崎県ライフル射撃競技場施設等利用許

　可書（別記様式第２号）を交付するものとし、利用の許可をしな

　いときは、申込者に宮崎県ライフル射撃競技場施設等利用不許可

　通知書（別記様式第３号）により通知するものとする。

２　所長は、必要があると認めるときは、前項の利用の許可に条件

　を付することができる。

　（利用許可の制限）

第４条　所長は、申込者が次の各号のいずれかに該当する場合は、

　射撃場施設等の利用を許可しないものとする。

　（１）　［略］

　（２）　射撃場を損傷するおそれがあると認められるとき。

　（３）　［略］

　（４）　宮崎県ライフル射撃競技場施設等利用申込書の記載内容に

　　偽りがあるとき。

　（５）　［略］

　（利用者の遵守事項）

第５条　利用を許可された者（以下「利用者」という。）は、次に

　掲げる事項を守らなければならない。

　（１）　許可された利用の目的又は条件に違反しないこと。

　（２）　［略］

　（３）　射撃場を損傷し、又は滅失するおそれのある行為をしない

　　こと。

　（４）　［略］

　（５）　その他法令、条例、規則等及び所長の指示に従うこと。

　（利用許可の取消し等）

第６条　所長は、利用者が前条の規定に違反したときは、射撃場施

　設等の利用の許可を取り消し、利用を中止させ、入場を拒否し、

　又は退去を命ずることができる。

２　前項の取消し等によって利用者に損害が生じても、県はその損

　害の賠償の責めは負わないものとする。

　（利用許可の取消しの申出）

第７条　利用者が利用の許可の取消しの申出をするときは、宮崎県

　ライフル射撃競技場施設等利用許可取消申出書（別記様式第４号
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　長に提出しなければならない。

２　所長は、前項の規定による宮崎県ライフル射撃競技場使用許可

　取消申出書の提出があったときは、当該申出書に係る使用の許可

　を取り消し、その旨を当該申出者に通知するものとする。

　（使用料の還付）

第８条　教育関係使用料及び手数料徴収条例（平成13年宮崎県条例

　第23号。以下「使用料条例」という。）別表第１に定めるライフ

　ル射撃競技場使用料に係る使用料条例第５条第３号に規定する使

　用前とは、使用日の７日前の日以前とする。

２　使用料条例第５条ただし書の規定により使用料を還付する場合

　の当該還付の額は、既納使用料の全額とする。

３　［略］

　（使用の制限）

第９条　所長は、必要があると認めるときは、射撃場施設等の使用

　を制限することができる。

　（使用時間）

第10条　射撃場の使用時間は、次のとおりとする。ただし、所長は

　、必要があると認めるときは、臨時に使用時間を変更することが

　できる。

　　４月から10月まで　午前９時から午後４時30分まで

　　11月から３月まで　午前９時30分から午後４時まで

　（休場日）

第11条　射撃場の休場日は、１月１日から１月３日まで及び12月29

　日から12月31日まで並びに毎月第３火曜日とする。だたし、所長

　は、必要があると認めるときは、臨時に開場し、又は休場するこ

　とができる。

　（弁償）

第12条　射撃場施設等の使用の許可を受けた者が、射撃場施設等を

　損傷し、又は滅失したときは、原状に復し、又は県教育委員会の

　定める金額によって損害を賠償しなければならない。

　（指定管理者による管理の場合の読替）

第13条　教育関係の公の施設に関する条例第４条の規定により射撃

　場の管理を指定管理者に行わせる場合（以下「指定管理者による

　管理の場合」という。）における第２条から第４条まで、第６条

　第１項、第７条及び第９条から第11条までの規定の適用について

　は、次の表の左覧に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、同

　表の右欄に掲げる字句にそれぞれ読み替えるものとする。

　）を所長に提出しなければならない。

２　所長は、前項の規定による宮崎県ライフル射撃競技場施設等利

　用許可取消申出書の提出があったときは、当該申出書に係る利用

　の許可を取り消し、その旨を当該利用者に通知するものとする。

　（使用料の還付）

第８条　教育関係使用料及び手数料徴収条例（平成13年宮崎県条例

　第23号。以下「使用料条例」という。）第５条ただし書の規定に

　より使用料を還付する場合の当該還付の額は、既納使用料の全額

　とする。

２　［略］

　（利用の制限）

第９条　所長は、必要があると認めるときは、射撃場の利用を制限

　することができる。

　（利用時間）

第10条　射撃場施設等の利用時間は、次のとおりとする。ただし、

　所長は、必要があると認めるときは、臨時に利用時間を変更する

　ことができる。

　　４月から10月まで　午前９時から午後４時30分まで

　　11月から３月まで　午前９時30分から午後４時まで

　（休場日）

第11条　射撃場の休場日は、12月29日から翌年の１月３日まで及び

　毎月第３火曜日（その日が国民の祝日に関する法律（昭和23年法

　律第 178号）に規定する休日（以下「休日」という。）に当たる

　ときは、その日後においてその日に最も近い休日でない日）とす

　る。ただし、所長は、必要があると認めるときは、臨時に開場し

　、又は休場することができる。

　（指定管理者による管理の場合の読替）

第12条　教育関係の公の施設に関する条例第４条の規定により射撃

　場の管理を指定管理者に行わせる場合（以下「指定管理者による

　管理の場合」という。）における第２条から第７条まで及び第９

　条から第11条までの規定の適用については、次の表の左覧に掲げ

　る規定中同表の中欄に掲げる字句は、同表の右欄に掲げる字句に

　それぞれ読み替えるものとする。

　（使用料等の支払）

第13条　指定管理者による管理の場合は、利用者は、当該指定管理

　者に射撃場施設等の使用料（使用料条例第２条に規定する使用料

　をいう。）又は利用料金（教育関係の公の施設に関する条例第６

　条に規定する利用料金をいう。）を支払わなければならない。

　［略］県教育庁スポーツ指導

センター所長

第２条

　［略］第２条から第４条まで

、第６条第１項、第７

条及び第９条から第11

条まで

　［略］

　［略］宮崎県教育庁スポーツ

指導センター所長（以

下「所長」という。）

第２条

　［略］第３条から第７条まで

及び第９条

　［略］
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　（指定管理者の指定の申請）

第14条　［略］

２　教育関係の公の施設に関する条例第５条第１項の規則で定める

　書類は、次に掲げる書類とする。

　（１）　定款、寄附行為、規約又はこれらに準ずる書類

　（２）　［略］

　（３）　県教育委員会が指定する事業年度における決算に関する書

　　類又はそれに相当する書類

　（４）　［略］

　（５）　その他県教育委員会が必要と認める書類

　（指定管理者の指定の基準）

第15条　教育関係の公の施設に関する条例第５条第３項第４号の教

　育委員会規則で定める基準は、次に掲げる基準とする。

　（１）・（２）　［略］

　（３）　その他県教育委員会が必要と認める基準

　（指定管理者が行う業務）

第16条　教育関係の公の施設に関する条例第７条において準用する

　公の施設に関する条例第10条の３第３号の規則で定める業務は、

　次に掲げる業務とする。

　（１）・（２）　［略］

　（３）　その他県教育委員会が必要と認める業務

　（指定管理者の管理の基準）

第17条　教育関係の公の施設に関する条例第７条において準用する

　公の施設に関する条例第10条の４の規則で定める管理の基準は、

　次に掲げる基準とする。

　（１）　［略］

　（２）　使用者に対して適切なサービスの提供を行うこと。

　（３）　［略］

　（４）　その他県教育委員会が必要と認める基準

　（協定書の締結）

第18条　県教育委員会は、次に掲げる事項について、指定管理者と

　協定を締結するものとする。

　（１）～（４）　［略］

　（事業報告書等の提出）

第19条　指定管理者は、毎年度終了後１月以内に、次に掲げる書類

　を県教育委員会に提出しなければならない。

　（１）・（２）　［略］

　（３）　その他県教育委員会が必要と認める書類

　（原状回復）

　（指定管理者の指定の申請）

第14条　［略］

２　教育関係の公の施設に関する条例第５条第１項の規則で定める

　書類は、次に掲げる書類とする。

　（１）　定款、規約又はこれらに準ずる書類

　（２）　［略］

　（３）　教育委員会が指定する事業年度における決算に関する書類

　　又はそれに相当する書類

　（４）　［略］

　（５）　その他教育委員会が必要と認める書類

　（指定管理者の指定の基準）

第15条　教育関係の公の施設に関する条例第５条第３項第４号の教

　育委員会規則で定める基準は、次に掲げる基準とする。

　（１）・（２）　［略］

　（３）　その他教育委員会が必要と認める基準

　（指定管理者が行う業務）

第16条　教育関係の公の施設に関する条例第７条において準用する

　公の施設に関する条例第10条の３第３号の規則で定める業務は、

　次に掲げる業務とする。

　（１）・（２）　［略］

　（３）　その他教育委員会が必要と認める業務

　（指定管理者の管理の基準）

第17条　教育関係の公の施設に関する条例第７条において準用する

　公の施設に関する条例第10条の４の規則で定める管理の基準は、

　次に掲げる基準とする。

　（１）　［略］

　（２）　利用者に対して適切なサービスの提供を行うこと。

　（３）　［略］

　（４）　その他教育委員会が必要と認める基準

　（利用料金の承認）

第18条　指定管理者は、利用料金について教育関係の公の施設に関

　する条例第６条第３項に規定する教育委員会の承認を受けようと

　するときは、利用料金承認申請書（別記様式第７号）に歳入歳出

　見込書その他教育委員会が必要と認める書類を添えて、教育委員

　会に提出しなければならない。

　（利用料金の減額等）

第19条　教育関係の公の施設に関する条例第６条第４項の規定によ

　り指定管理者が利用料金を減額し、又は免除する場合の基準は、

　次のとおりとする。

　（１）　災害その他特別の事情による利用で教育委員会が特に必要

　　と認める場合。

　（２）　指定管理者が特別の事情があると認める場合において、あ

　　らかじめ教育委員会の承認を受けたとき。

　（３）　その他教育委員会が別に定める基準

　（協定書の締結）

第20条　教育委員会は、次に掲げる事項について、指定管理者と協

　定を締結するものとする。

　（１）～（４）　［略］

　（事業報告書等の提出）

第21条　指定管理者は、毎年度終了後１月以内に、次に掲げる書類

　を教育委員会に提出しなければならない。

　（１）・（２）　［略］

　（３）　その他教育委員会が必要と認める書類

　（原状回復）
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第20条　指定管理者は、その指定の期間が満了したとき、又は地方

　自治法（昭和22年法律第67号）第 244条の２第11項の規定により

　県教育委員会が指定管理者の指定を取り消し、若しくは期間を定

　めて業務の全部若しくは一部の停止を命じたときは、射撃場を速

　やかに原状に回復しなければならない。ただし、所長が特に原状

　に回復する必要がないと認める場合は、この限りでない。

　（秘密の保持）

第21条　指定管理者若しくは指定管理者であったもの又は当該指定

　管理者の指定管理業務に従事している者若しくは従事していた者

　は、その業務に関して知り得た管理運営上の秘密を、他人に知ら

　せ、又は不当な目的に利用してはならない。

　（委任）

第22条　この規則に定めるもののほか、射撃場の管理運営に関し必

　要な事項は、県教育委員会が別に定める。

第22条　指定管理者は、その指定の期間が満了したとき、又は地方

　自治法（昭和22年法律第67号）第 244条の２第11項の規定により

　教育委員会が指定管理者の指定を取り消し、若しくは期間を定め

　て業務の全部若しくは一部の停止を命じたときは、射撃場を速や

　かに原状に回復しなければならない。ただし、教育委員会が特に

　原状に回復する必要がないと認める場合は、この限りでない。

　（秘密の保持）

第23条　指定管理者若しくは指定管理者であったもの又は当該指定

　管理者の指定管理業務に従事している者若しくは従事していた者

　は、その業務に関して知り得た秘密を、他人に知らせ、又は不当

　な目的に利用してはならない。

　（委任）

第24条　この規則に定めるもののほか、射撃場の管理運営に関し必

　要な事項は、教育委員会が別に定める。

　別記様式第１号から別記様式第５号までを次のように改める。
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　別記様式第６号の次に次の１様式を加える。
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　　　附　則

　この規則は、平成27年４月１日から施行する。

　県教育庁等公印規程の一部を改正する訓令をここに公表する。

　　平成27年３月31日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県教育委員会教育長　飛　田　　　洋

宮崎県教育委員会教育長訓令第１号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　本　　　庁　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　各出先機関　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　各教育機関　

　　　県教育庁等公印規程の一部を改正する訓令

　県教育庁等公印規程（昭和57年宮崎県教育委員会教育長訓令第２号）の一部を次のように改正する。

　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

教育長訓教育長訓令令

改正後改正前

　（不用公印の処理）

第６条 ［略］

２ ［略］

３　総務課長は、引継ぎを受けた公印を次の区分により保存し、保

　存期間を経過したものは、切断又は焼却等の方法により廃棄しな

　ければならない。

　（１）　教育委員会、教育委員会委員長及び教育委員会教育長の印

　　10年

　（２） ［略］

　（職務代行の場合の公印の使用）

第12条　教育委員会委員長、教育委員会教育長、本庁の課（室）長

　及び出先機関等の長に事故等があるため、他の者が職務代理、事

　務取扱等によりその職務を代行する場合においては、その職務を

　代行される者の公印を使用するものとする。

別表（第２条関係）

　（不用公印の処理）

第６条 ［略］

２ ［略］

３　総務課長は、引継ぎを受けた公印を次の区分により保存し、保

　存期間を経過したものは、切断又は焼却等の方法により廃棄しな

　ければならない。

　（１）　教育委員会及び教育委員会教育長の印　10年

　（２） ［略］

　（職務代行の場合の公印の使用）

第12条　教育委員会教育長、本庁の課（室）長及び出先機関等の長

　に事故等があるため、他の者が職務代理、事務取扱等によりその

　職務を代行する場合においては、その職務を代行される者の公印

　を使用するものとする。

別表（第２条関係）

公印看

守者

使用範囲個数印影の寸

法

（ミリメ

ートル）

印影のひな形種類

　［略］

県教育

庁総務

課長

一般公文

書用

１方24宮崎県教

育委員会

委員長印

同上一般公文

書用

１方24宮崎県教

育委員会

教育長印

　［略］

宮 崎 県 教

育 委 員 会

委 員 長 印

宮 崎 県 教

育 委 員 会

教 育 長 印

公印看

守者

使用範囲個数印影の寸

法

（ミリメ

ートル）

印影のひな形種類

　［略］

同上一般公文

書用

１方24宮崎県教

育委員会

教育長印

　［略］

宮 崎 県 教

育 委 員 会

教 育 長 印

　　　附　則

　（施行期日）

１　この訓令は、平成27年４月１日から施行する。

　（経過措置）

２　地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律（平成26年法律第76号。以下「改正法」という。）附則第２条第３項

　に規定する委員長が在職する間は、この訓令による改正後の県教育庁等公印規程の規定にかかわらず、なお従前の例による。

３　この訓令による改正前の県教育庁等公印規程第６条第３項第１号の教育委員会委員長の印の保存等の処理については、改正法附則第２

　条第３項に規定する委員長の任期の満了の日後においても、なお従前の例による。
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　教育財産等取扱規程の一部を改正する訓令をここに公表する。

　　平成27年３月31日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県教育委員会教育長　飛　田　　　洋

宮崎県教育委員会教育長訓令第２号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　本　　　庁

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　各出先機関

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　各教育機関

　　　教育財産等取扱規程の一部を改正する訓令

　教育財産等取扱規程（昭和61年宮崎県教育委員会教育長訓令第２号）の一部を次のように改正する。

　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

　（用語の定義）

第２条　この訓令において、次の各号に掲げる用語の意義は、それ

　ぞれ当該各号に定めるところによる。

　（１）　［略］

　（２）　教育財産　教育財産（地方教育行政の組織及び運営に関す

　　る法律（昭和31年法律第 162号）第21条第２号に規定する教育

　　財産をいう。）その他の行政財産で教育委員会が事務又は事業

　　の用に供するものをいう。

　（３）～（９）　　［略］

　（用語の定義）

第２条　この訓令において、次の各号に掲げる用語の意義は、それ

　ぞれ当該各号に定めるところによる。

　（１）　［略］

　（２）　教育財産　教育財産（地方教育行政の組織及び運営に関す

　　る法律（昭和31年法律第 162号）第23条第２号に規定する教育

　　財産をいう。）その他の行政財産で教育委員会が事務又は事業

　　の用に供するものをいう。

　（３）～（９）　　［略］

　　　附　則

　この訓令は、平成27年４月１日から施行する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　県教育庁等文書取扱規程の一部を改正する訓令をここに公表する。

　　平成27年３月31日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県教育委員会教育長　飛　田　　　洋　

宮崎県教育委員会教育長訓令第３号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　本　　　庁

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　各出先機関

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　各教育機関

　　　県教育庁等文書取扱規程の一部を改正する訓令

　県教育庁等文書取扱規程（平成２年宮崎県教育委員会教育長訓令第４号）の一部を改正する訓令をここに公表する。

　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

　（文書の種類）

第８条　文書の種類は、次のとおりとする。

　（１）　規則　地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31

　　年法律第 162号）第14条の規定により制定するもの

　（２）～（７）　［略］

　（文書の発信者名）

第20条　文書の発信者名は、事案により教育委員会名、教育委員会

　委員長名又は教育委員会教育長（以下「教育長」という。）名を

　用いるものとする。ただし、特に軽易な照会、回答、事務連絡等

　の文書にあっては、課（室）長名を用いることができる。

　（文書取扱課（室）名の表示等）

第21条　教育委員会名、教育委員会委員長名又は教育長名で発する

　文書には、当該文書の末尾に括弧書きで文書取扱課（室）名を表

　示するものとする。

２　［略］

　（総務課長への合議等）

第26条　起案文書のうち次に掲げるものは、総務課長に合議をしな

　ければならない。ただし、第18条第３項の規定により例文として

　登録されているものは、総務課長の合議を要しない。

　（文書の種類）

第８条　文書の種類は、次のとおりとする。

　（１）　規則　地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31

　　年法律第 162号）第15条の規定により制定するもの

　（２）～（７）　［略］

　（文書の発信者名）

第20条　文書の発信者名は、事案により教育委員会名又は教育委員

　会教育長（以下「教育長」という。）名を用いるものとする。た

　だし、特に軽易な照会、回答、事務連絡等の文書にあっては、課

　（室）長名を用いることができる。

　（文書取扱課（室）名の表示等）

第21条　教育委員会名又は教育長名で発する文書には、当該文書の

　末尾に括弧書きで文書取扱課（室）名を表示するものとする。

２　[略]

　（総務課長への合議等）

第26条　起案文書のうち次に掲げるものは、総務課長に合議をしな

　ければならない。ただし、第18条第３項の規定により例文として

　登録されているものは、総務課長の合議を要しない。
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　（１）～（５）　［略］

　（６）　賞状、表彰状及び感謝状（教育委員会名、教育委員会委員

　　長名及び教育長名のものに限る。）

　（７）　［略］

別表　保存期間区分標準

　　（30年保存）

　１　規則等で教育委員会委員長が署名した原本

　２～17　［略］

　（１）～（５）　［略］

　（６）　賞状、表彰状及び感謝状（教育委員会名及び教育長名のも

　　のに限る。）

　（７）　［略］

別表　保存期間区分標準

　　（30年保存）

　１　規則等の原本

　２～17　［略］

　　　附　則

　（施行期日）

１　この訓令は、平成27年４月１日から施行する。

　（経過措置）

２　地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律（平成26年法律第76号)附則第２条第２項に規定する場合は、この訓

　令による改正後の県教育庁等文書取扱規程第８条第１号、第20条、第21条第１項、第26条第６号及び別表（30年保存）第１号の規定は適

　用せず、この訓令による改正前の県教育庁等文書取扱規程第８条第１号、第20条、第21条第１項、第26条第６号及び別表（30年保存）第

　１号の規定は、なおその効力を有する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　宮崎県教育委員会事務決裁等規程の一部を改正する訓令をここに公表する。

　　平成27年３月31日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県教育委員会教育長　飛　田　　　洋　

宮崎県教育委員会教育長訓令第４号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　本　　　庁　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　各出先機関　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　各教育機関　

　　　宮崎県教育委員会事務決裁等規程の一部を改正する訓令

　宮崎県教育委員会事務決裁等規程（平成７年教育委員会教育長訓令第１号）の一部を次のように改正する。

　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

別表第１（第２条の２関係）

別表第２（第４条関係）

　本庁各課（室）特定専決事項

別表第１（第２条の２関係）

別表第２（第４条関係）

　本庁各課（室）特定専決事項

教　育　長　決　裁　事　項

１　県教育委員会の権限に属する事務の一部委任等に関する規

　則（昭和41年宮崎県教育委員会規則第１号）第２条及び第３

　条の規定により、教育委員会に付議しなければならない次に

　掲げる事項の原案作成に関すること。

　（１）　教育行政の大綱に関すること。

　（２）～（８）　［略］

　（９）　教育長の分限及び懲戒処分に関すること。

　（10）～（18）　［略］

　（19）　教育に関する特例民法法人及び公益信託に関する事務

　　のうち、許可に関すること。

　（20）～（24）　［略］

　（25）　地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年

　　法律第 162号）第27条の規定に基づく教育に関する事務の

　　管理及び執行の状況の点検及び評価に関すること。

２～14　［略］

教　育　長　決　裁　事　項

１　県教育委員会の権限に属する事務の一部委任等に関する規

　則（昭和41年宮崎県教育委員会規則第１号）第２条及び第３

　条の規定により、教育委員会に付議しなければならない次に

　掲げる事項の原案作成に関すること。

　（１）　削除

　（２）～（８）　［略］

　（９）　削除

　（10）～（18）　［略］

　（19）　教育に関する公益信託に関する事務のうち、許可に関

　　すること。

　（20）～（24）　［略］

　（25）　地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年

　　法律第 162号）第26条の規定に基づく教育に関する事務の

　　管理及び執行の状況の点検及び評価に関すること。

２～14　［略］

専　決　区　分事　　　　　　　項課（室

） 課（

室）

長補

佐

課（

室）

長

教育

次長

（１）・（２）　［略］１　総

　務課 ○（３）　本庁、出先機関及び教育機

専　決　区　分事　　　　　　　項課（室

） 課（

室）

長補

佐

課（

室）

長

教育

次長

（１）・（２）　［略］１　総

　務課 ○（３）　本庁、出先機関及び教育機



宮 崎 県 公 報 平成 27 年 ３ 月 31 日（火曜日）　号外　第 22 号

害 39 害

別表第４（第11条関係）

　出先機関等の長への委任事務

別表第４（第11条関係）

　出先機関等の長への委任事務

　　関の非常勤職員職員の任用に

　　関することで、本庁（課（室

　　）の所属職員に係るものを除

　　く。）及び教育機関の長以外

　　のもの

（４）～（11）　［略］

２　［略］

（１）［略］３　特

　別支

　援教

　育室

○（２）　県立の中学校、高等学校及

　　び中等教育学校の海外修学旅

　　行の実施の承認及び特別授業

　　日の設定の承認に関すること

　　。

（３）［略］

４　［略］

○（１）　文化財保護法（昭和25年法

　　律第 214号）第 102条第１項

　　の規定による物権の鑑査に関

　　すること。

５　文

　化財

　課

（２）［略］

　　関の非常勤職員の任用に関す

　　ることで、本庁（課（室）の

　　所属職員に係るものを除く。

　　）及び教育機関の長以外のも

　　の

（４）～（11）　［略］

２　［略］

（１）［略］３　特

　別支

　援教

　育室

○（２）　県立特別支援学校の海外修

　　学旅行の実施の承認及び特別

　　授業日の設定の承認に関する

　　こと。

（３）［略］

４　［略］

○（１）　文化財保護法（昭和25年法

　　律第 214号）第 102条第１項

　　の規定による物件の鑑査に関

　　すること。

５　文

　化財

　課

（２）［略］

　　　附　則

　（施行期日）

１　この訓令は、平成27年４月１日から施行する。

　（経過措置）

２　地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律（平成26年法律第76号）附則第２条第２項に規定する場合は、この訓

　令による改正後の宮崎県教育委員会事務決裁等規程別表第１第１項第９号及び第25号は適用せず、この訓令による改正前の宮崎県教育委

　員会事務決裁等規程別表第１第１項第９号及び第25号の規定は、なおその効力を有する。

委任事務出先機関等の長

（１）［略］

（２）　宮崎県体育館及び宮崎県ライフル射撃

　　競技場の使用許可、使用許可の取消し、

　　臨時の開館（場）又は休館（場）の決定

　　及び臨時の開館（使用）時間の変更に関

　　すること。

（３）　宮崎県総合運動公園の管理及び使用に

　　係る事務委任に関する規則（平成10年宮

　　崎県規則第76号。以下この項において「

　　規則」という。）第２条の規定に基づき

　　宮崎県教育委員会に委任された事務のう

　　ち、次に掲げるものを除く事務に関する

　　こと。

　　ア　規則別表の１の（６）から（８）、（19）

　　　から（23）及び（28）から（30）までの事務

　　イ　［略］

１　宮崎県教育

　庁スポーツ指

　導センター所

　長

２～７　［略］

（１）・（２）［略］８　各県立学校

　長

委任事務出先機関等の長

（１）［略］

（２）　宮崎県体育館及び宮崎県ライフル射撃

　　競技場の利用許可、利用許可の取消し、

　　臨時の開館（場）又は休館（場）の決定

　　及び臨時の利用時間の変更に関すること

　　。

（３）　宮崎県総合運動公園の管理及び使用に

　　係る事務委任に関する規則（平成10年宮

　　崎県規則第76号。以下この項において「

　　規則」という。）第２条の規定に基づき

　　宮崎県教育委員会に委任された事務のう

　　ち、次に掲げるものを除く事務に関する

　　こと。

　　ア　規則別表の１の（６）から（８）、（19）

　　　から（27）及び（32）から（34）までの事務

　　イ　［略］

１　宮崎県教育

　庁スポーツ指

　導センター所

　長

２～７　［略］

（１）・（２）［略］

（３）　高等学校等就学支援金の支給に関する

　　法律（平成22年３月31日法律第18号）第

　　６条第１項の規定に基づく就学支援金の

　　支払に関する事務

８　各県立学校

　長



宮 崎 県 公 報平成 27 年 ３ 月 31 日（火曜日）　号外　第 22 号

害 40 害
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